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在成長率はマイナス 0.2 から 0.3％となり、
総需要が総供給を上回るインフレギャップ
が生じ、コストプッシュ型の「悪性インフ
レ」になる可能性があるという。そのよう
な状況下で、アベノミクスの第 1 の矢であ
る大胆な金融緩和はインフレ圧力を高め、
一方賃金の上昇が遅れているため実質賃金
の低下を補うため労働参加率を高め、潜在
成長率にプラスの貢献をしている分析して
いる。第 2 の矢である柔軟な財政政策につ
いては、投資減税、法人税減税は供給能力
を高めるが、公共投資については、予算内
容を見る限り供給能力を高める支出にはな
っていないと指摘する。第 3 の矢である成
長戦略については、外国人労働者の活用、
農業の大規模化などによる労働移動の促進
などコンセプトとしては適切であるがまだ
具体性に欠けるため不透明であると考えて
いる。 
竹中平蔵論文（「国家戦略特区を改革の起
爆剤に！」『統計』65巻 2号 2014.2）は国
家戦略特区を通じた規制緩和が重要である
という。世界銀行が発表している「規制環
境」に関するランキングをみると、日本は、
2000年で世界第 40位、その後、小泉政権
下での改革で規制緩和が進み 2006 年では
28位になったが、2011年には 47位と大き
く後退している。竹中論文では、政府がな
すべきことは、補助金や利子補給などを通
じて政府が誘導するような「産業政策」で
はなく、規制緩和を通じた健全な競争環境
の整備であるという。アベノミクスが成功
し、日本経済が成長経路に乗っていくため
には「岩盤規制」といわれる強固な規制を
新たに作られた「国家戦略特区」により突
破していくことが重要であるという。 
20年以上続く景気の低迷はアジア、世界
のなかでの日本のプレゼンスに大きな影響
を与えている。グローバル化が進む中、財
政の健全化をふまえつつ、思い切った大胆
な規制緩和政策を推し進めることが日本経
済を成長路線にのせるためには必要不可欠
となろう。 
 
  
